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序章 はじめに   
消費税というものは物を買ったりサービスの提供を受けたときに、消費者  
が負担する税金である。所得税等と違って、間接的な税金である。近年の億向  


























や“Value・Addod Tax，，等の消費の時点に対して、税金の名前が異なる場合があ   
るが、この論文では消費の時点でかかる税金のあらゆる種類を消費税と表現す   
る。  
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とって、所得税が理解しづらい事が当然であろう。しかし、所得税が必ずし  
も複雑ではなく、税率が一定しているような直接税は誰にも簡単に分かるだ  




なことはない。   
消費税率が財やサービスによって異なると、複雑な所得税と同様に国民に  
とって理解し難い。靴を購入すれば、税金が元の値段の10％でありながら、  
パンを買えば、税率が6％だったりすると、国民にとって困難なことに違い   
ない。   
従って、間接税でも直接税でも、あまりにも複雑な条件等が付けば消費者  
に理解してもらえない恐れがある。ただ、所得税は殆どの国では一定した税  
率ではなく、累進的な税率があり、そして免除等の条件が多いため、実際に   
所得税は複雑な税金になってしまう。  
一方、消費税は実際にどう使われているのか。様々な税率を設置している   
国があれば（ベルギーでは消費税のかからない物があるうえに、1％、6％、   
12％、20．5％と5つの段階に分かれている消費税が使用されている①）一定   
した全般的な消費税を設置している囲もある（ニュージーランドで12．与％、   
モナコで20．6％、そして日本で5％の一定した税率が設けられている①）。  
結論としては、第2項目を満たすのに、国民に簡単に理解してもらえる日   
本で導入されているような一定した税率の消費税が最も望ましいと言えよ   
う。  






























の割合は上がる一方である（12％から柑％まで）。   
上記で述べてきた理想的な税金の3つの条件を最も満たす税だというこ  
とで、消費税が税制の中でなるべく中心的な存在にすべきだと言えよう。  
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各国の消費税とその影響   第二章  
OECDの殆どの国々が現在、税制の一部として消費税を何らかの形で使用し  
ている。この第二章で各国がどれだけの税率で消費税を導入しているか、そし   
て、消費税のある国とない国の近代の経済状況を見ながら、それぞれの国を比   
較してみたいと思っている。   
現代的な形での消費税はフランスで1954年に初めて導入された。今では、   
ヨーロッパの国がEUの加盟国になりたくても消費税がなければ、なれないと   
いう世界の殆どの国に静められている存在となっている。  
（表2）  
TbeGr08tT8ⅩTu血合Ⅷp－ Se¢tionl：TbeI舶Ⅶ鰯   
http：〝www．BO鮎om．con．＆Ⅵ／ACA／さeCtOl．htnl   
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Ⅰ． 世界の国の税制   
ヨーロッパの国々の大部分が1967年にさまざまな税率で使用していた多種   
の部分的な消費税を全般的な消費税に変えていき始めた。しかも、最近の政策  
としては、さらに消費税の種類を減らす努力をしていて、一定した税率の一つ   
の全般的な消費税、或いは、基本的な物（パンのような食料等）に対する特別   
な低い消費税を除いて、一つの消費税しかない国が多い。  
上記の表2では、OECDの国々においての税金がGDPに占める割合を示し   
ている。ヨーロッパの各国では、税金による負担が非常に高く、デンマークで   
51．6％が最高である。それに対して、オーストラリア、日本、そしてアメリカ   
の3ケ国においての税金負担が30％以下で、極めて少ないことが分かる。  
OECDの国々の平均税金負担が38．4％で、19隋年でデータを集め始めて以   
来の最高水準である。税金負担が増える僚向がずっと続いていて、1970年の   
30％から、1980年の35％、そして現在の88．4％へと増大してきた。ベルギー、   
フランス、ノルウェー、ルクセンブルクとイギリスの5カ国以外の国々におい   
ての税金負担が増えて来ている。  
税金負担が増えるに連れ、税制の中身も変わってト来ている。所得税はまだ一   




リアの2ケ国は特別な物にかかる税金があっても、全般的な消費税はない。そ   
れ以外の国は以下のとおりの税率で消費税を使用している。  
表3では、各国の税率以外に各国が全般的な消費税をいつ導入したのかも示   
している。フランスで初めて導入されてから、1980年代から1980年代にわた   
って、多くの国で導入され、1990年代に入ってから、アイスランド、カナダ   
とスイスでも全般的な消費税が使われるようになった。  
様々な財やサービスに様々な税率をかけて、最も公平な税制を目指していた   
OECDの多くの国は、なぜ全般的な消費税の使用をここまで広げて来たかとい  
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表3  
Value－AddedTaxRate8inOECDNation8  
Country  YearIntrodu¢ed Lo耶rRate（さ）StandardRate   
Au8tr＆lia  NoVAT   
AⅥ層tria  1973  10  







Canada  1991  
Denmark  1967  
Finland  19（；4  
Franee  1954  
Germ8ny  1968  
Greeee  1987  
Ieeland  1990  
乱1，5．5  
7   
4，8   
14  
Ir01and  1972  0，2．5，10，12．5  
Italy  19つ唱  
Japan（1／4／97）1989  
Luxembou一首 1970  
Mexi¢O  N／A  
Netherlandさ  1969  
NewZea18nd  1986  
Norw8y  1970  
Port喝a1  19粥  
Spain（1／1／95） 1紬6  
Sweden  1969  
Swit乞¢rland   1994  
TⅥrkey  l鍼5  
UnitedEingdom1973  










（注）：日本とスペイン以外の国の税率は1994年1月一日現在。   
Source：OECD，Con8umPtionTaxTrenねforthcomi喝．  
もttp：／／ww吼dleppi．0rg／t¢Ⅹt8／eeono血ie／e郎On4．TXT  
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とになるほかない。逆に、便利な分かり易い税金を目指せば、不公平な税金に   
なる恐れがある。このような意味で、消費税を使用するには、バランスのとれ   
た方法が必要である。  
ヨーロッパの国々の例をみれば、最初に公平な消費税を目指しながら、最近   
はだんだん1つの全般的な消費税を使用するようになってきている。これから  
も最もバランスのとれた消費税を探していくであろう。   
上記の表4では、G7の国々の税制の内容が載ってある。何らかの形の消費  
税による収入が平均で国の収入の4分の1も集めていることが消費税の役割が  
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表6  
GROSS DOMESTIC PRODUCT＊  
＊Sources：胞tlmalAccomts ofα託汐coLmtijes，1997volumel，  
coun毛ries’submissions and Secretariat estimates．  
＊Various base years，GDP／GNP growth rate．  
August 1997 
叫：〝脚．00d．0痩ねt〟gdp・址m  
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Ⅱ． 税制が経済成長に与える影響   
上記の表6ではOECDの各国においてのGDPの近年成長を辿っている。世   
界の国々が1985年から1996年に渡って、どう成長して来たかをよく分かるで   
はないかと思う。  
その国々の中でオーストラリアとアメリカ以外の国はすべて何らかの形で   
消費税を使用しているので、消費税の影響が計りにくいが、OECDの平均成長   
率が高いレベルで安定していることから、消費税が所得税等の直接税よりGDP   
に悪い影響を与えないことが明らかである。  





消費と投資が減少し、日本経済は1998年度にマイナス成長になるだろうとい   
われている。   
今、振り返ると、消費税の5％への増税のタイミングがいかに悪かったかが  
分かる。日本政府が長期的に、税制の中で消費税がもっと大きな役割を果たす   
べきだと決めたことが賢明だと思われるが、短期的に税制を変化させることが、  
国民を不安させることが間違いない。その上、消費に直接関わる消費税を増や  
すことで、国民の不安が一層高くなる。消費税が1997年に増税しなかったと   
しても、経済状態が危機になっているだけに、消費が減少しただろうが、消費  
税の増税によって、その減少が更に悪化したことが確かだ。   
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